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週刊マーケットレター（2016 年５月 30 日週号、No.558） 

                            2016 年５月 29日 

                          曽我 純 
 
■主要マーケット指標 

政治が作り出した消費不振 
G７首脳会議開催の意義などあるのだろうかという印象を今回強く思った。親睦会のよう

なものなのだろうか。現実の課題に対して積極的に取り組む姿勢などないからだ。みなそ

れぞれの国の事情があり、合意を得ることは難しく、難問は当たり障りのない宣言で逃れ

る。議長を務めた安倍首相は、世界経済を自分に都合よく解釈し、消費税引き上げ延期の

理由づくりに精を出した。議長は全体の取りまとめ役だが、取りまとめるのではなく、ご

り押ししたのである。議長がこのような姿勢で臨んだため、結局、なにの成果も得ること

為替レート ５月 27 日（前週） １ヵ月前 2015 年末 

  円ドル 110.22(110.14) 111.45 120.19 

 ドルユーロ 1.1114(1.1222) 1.1320 1.0863 

 ドルポンド 1.4620(1.4500) 1.4520 1.4740 

 スイスフランドル 0.9945(0.9897) 0.9720 1.0024 

短期金利（３ヵ月） 

 日本 -0.02493(-0.02471) -0.03350 0.08286 

 米国 0.67305(0.66130) 0.63835 0.61270 

 ユーロ -0.28171(-0.27814) -0.27286 -0.12786 

 スイス -0.73320(-0.73400) -0.72840 -0.75600 

長期金利（10年債） 

 日本 -0.120(-0.105) -0.060 0.270 

 米国      1.85(1.84) 1.85 2.27 

 英国      1.43(1.45) 1.62 1.96 

 ドイツ  0.14(0.16) 0.28 0.62 

株 式 

 日経平均株価 16834.84(16736.35)  17290.49 19033.71 

 TOPIX 1349.93(1343.40)  1384.30  1547.30 

 NY ダウ 17873.22(17500.94)  18041.55  17425.03 

 S&P500 2099.06(2052.32)  2095.15  2043.94 

  ナスダック 4933.50(4769.55)  4863.14  5007.41 

 FTSE100（英） 6270.79(6156.32)  6319.91    6242.32 

 DAX（独） 10286.31(9916.02)  10299.83  10743.01 

商品市況（先物） 

 CRB 指数 186.13(184.20) 182.48 176.27 

 原油（WTI、ﾄﾞﾙ/ﾊﾞﾚﾙ） 49.33(47.75) 45.33 37.04 

 金（ﾄﾞﾙ/ﾄﾛｲｵﾝｽ） 1213.8(1252.9) 1250.4 1060.2 
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はなかった。 

安部首相は焦っているのだ。財政を積極的に拡大し、マイナス金利まで導入したけれど

も消費支出は悪化するという想定外の事態に陥っているからだ。消費支出悪化は、ひとつ

は消費税引き上げを甘く見たこと、第２は家計ではなく、企業寄りの政策を推進したこと

にある。 

さらに、多数支配の驕りから、戦争法を通し、憲法改正を推し進めるという政治の偏向

がある。憲法改正をしたい首相のエゴ、思い込みが、現実の問題を問題とせず、議論する

必要のないテーマに時間がとられてしまった。政治だけでなく、企業にもいえることだが、

今、なにが大事なのか、という視点が欠けており、大事ではないことに時間を費やし、現

実の問題を避けている。 

衆議院で与党（326議席）が 68.6%を占めていることから、力を背景にした政治を進めて

いるが、与党あるいは首相の関心事を遂行する政治を行なえば、現実と政治は乖離してい

くばかりか、民主主義を標榜しているが、実際は独裁政治と変わらない政治になってしま

う。 

今は、現実と政治が離れて行っているときなのだ。力点を入れるところが、まったく間

違っている。政治は弱いところに手を差し伸べなければならないが、企業という強いとこ

ろを支援している。だから、消費支出はいつまでたっても低迷状態から抜け出せないので

ある。企業には有り余る金があり、家計には十分な金がないのだ。家計に金が届く政策で

なければ消費は良くならない。男女賃金格差、正規・非正規の格差、労働時間、残業代の

割り増し率、有給消化、所得税、法人税など問題は山積している。憲法改正を議論する時

間はない。 

いずれも企業に負担が掛かるので与党は取り組もうとしない。取り組まなければ、経済

の原動力である消費支出は低迷し続けるだろう。ものが売れなければ企業も苦しくなる。

与党の企業寄り政治によって、日本経済の縮小に拍車が掛かっている。政治が経済の問題

を大きくしているのだ。経済は政治そのものなのである。 

 

2015 年度の名目 GDPは 500.3 兆円、そのうち家計最終消費支出（持ち家の帰属家賃除く）

は 237.7 兆円であり、GDP の 47.5%を占める。２年連続で構成比は低下し、2007 年度以来８

年ぶりの低い割合である。家計最終消費支出の低迷によって民需比率は 75.5%に低下した。

他方、公需比率は25.1%と2014年度より低下したけれども、2012年度以降、４年連続の25.0%

超である。10 年前の 2005 年度と比較すると２ポイントも上昇している。 

因みに、米国の消費支出の対 GDP 比率は名目 68.4%（2015 年）であり,日本の民間最終消

費支出比率（58.3%、2015 年度）よりも約１０ポイント高い。民間企業設備は米国の 12.8%

に対して、日本は 13.9%であり、大きな違いはない。だが、米国は消費比率が高くても設備

投資比率は低いのである。政府支出は日本の 25.1%に対して、米国は 17.7%と 7.4 ポイント

も違う。 



週刊マーケットレター  3/3 

経済が回るためには消費支出の比率を相当高くしなければならない。日本の政府支出比

率は 25%を超えており、これ以上、政府比率を上げることは、経済を歪めてしまう。多くの

分野で政府機関と結びつきが強く、コスト意識は希薄になり、経済は非効率的になる。今

も公金の無駄使いが問題になっているが、公的比率が上昇すれば、無駄使いはさらに広が

るだろう。 

公的部門の割合を引き下げるためにも、消費支出を拡大し、GDP に占める比率を高くする

必要がある。そのためには消費税率を引き下げ、所得税の累進性を強め、法人税を強化し

なければならない。 

GDP ベースで、米国の所得税は 2015 年、214 兆円（１ドル＝110 円換算）と 2014 年度の

日本の所得税（16.7 兆円）の 12.8 倍である。法人税についても日本の 10.5 兆円に対して

米国は 58.2兆円と実に大きな隔たりがある。税逃れをしていながら、米国でもこれだけの

税を国に収めているのだ。名目 GDP では米国は日本の 3.9 倍の規模だが、所得税はこれか

らかけ離れた規模だし、法人税も GDP 格差を上回っている。米国をみれば、消費税に頼ら

なくても所得税、法人税などで税収を確保できることがわかる。 


